別添６-１
	持続的生産強化対策事業のうち生産体制・技術確立支援

（施肥設計の見直しによる資材費低減対策の推進）
実 施 状 況 報 告 書
事業実施年度　：令　和　○○　年　度　～　令　和　○○　年　度　　　　 　　 
事業実施主体名：　　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 　



第１　事業実績
１　成果目標の達成状況

	具体的な
成果目標
	

	施肥にかかる

コスト（全体）
	慣行の
施肥技術
	○○○円／10a
（○○○円／10a）
	目標年度における施肥にかかるコストのうち、

「肥料費」・

「労働費及び農機具費」
（選択した費用を○で囲む）
	慣行の
施肥技術
（Ａ）
	○○○円／10a
（○○○円／10a）
	低減率
	△．△％
（△．△％）

	
	新たな
施肥技術
	○○○円／10a
（○○○円／10a）
	
	新たな
施肥技術

（Ｂ）
	○○○円／10a
（○○○円／10a）
	
	

	達成度の

検証方法
	


注１：「目標」欄には、事業評価が可能な数値目標を記入するとともに、「達成度の検証方法」欄には、検証方法に加え、目標設定にあたっての前提条件、考え方等も詳細に記載すること。

注２：目標年度は、事業実施期間の最終の事業実施年度の翌年度。
注３：「施肥にかかるコスト（全体）」とは、肥料費、施肥にかかる労働費及び農機具費等、施肥にかかるコストの合計を指す。
注４：「施肥にかかるコスト（全体）」及び「目標年度における施肥にかかるコストのうち、「肥料費」・「労働費及び農機具費」」欄には、上段に事業完了年度における実績値を、下段に計画時の目標値を記載すること。なお、計画時の目標値は括弧で閉じて記載すること。
注５：低減率は、（Ａ―Ｂ）÷Ａ×100で算出し、小数点第２位を四捨五入し、小数点第１位まで記載すること。

２　取組内容
	１年目
令和○○年度
	（事業の内容ごとに記載））

	２年目
令和○○年度
	

	今後の取組計画
	


注１：技術の内容等に応じて可能な範囲で具体的に記載すること。
注２：コスト、費用対効果の記載にあたっては、算出に当たっての前提条件も記載すること。
注３：必要に応じて関係資料を添付すること。
３　事業成果の周知・普及活動・活用方策
	（事業成果の周知・普及・活用について、これまでの実績と今後の計画を具体的に記載すること）


第２　これまでの取組の総合評価
	


第３　今後の対応方針
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